





経済研究所 / Institute of Developing




































































1953 年 1 月 に ア イ ゼ ン ハ ワ ー（DwightD.
Eisenhower）大統領の就任によって新政権が誕
生すると，「台湾中立化」の解除の宣言がなさ





















1954 年 12 月 1 日には米国と台湾の間に米華
相互防衛条約（MutualDefenseTreatybetween
theUnitedStatesofAmericaandtheRepublicof
China）が締結された。1955 年 1 月 10 日，中
国が大陳島に攻撃を行って危機が再燃したた
め，米国政府は国府軍を同島から撤退させる
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戒感を抱いていた。例えば，1953 年 4 月頃の
時期の「蔣介石日記」には，中国およびソ連の
「平和攻勢」への強い反対の立場が綴られてい





















































































そのような状況下で，翌年の 1955 年 1 月 10
日，中国は大陳島に攻撃を行って危機を再燃さ













「1954 年 9 月の中国共産党軍による攻撃の
際は，国府軍が即座に対応したので作戦は















化しつつあった。1955 年 1 月 18 日には，中国
が大陳島からわずか 7 マイル北に位置する一江



























































































































































































1955 年 2 月上旬には国府軍が米軍の援護の
もとで大陳島からの撤退を開始した。撤退開始

























































その一方で，1955 年 3 月から 4 月頃には，
台湾海峡危機の終息に向けて米国政府内で真剣


















































































































































































































































































































（注２）Foreign Relations of the United 
States,1952-54, vol.XIV (1): China and 
Japan. （Washington,D.C.: U.S.Department
ofState, 1985）（ 以 下，FRUS, 1952-54 と
略 記 す る ），Foreign Relations of the United 















（注６）「蔣介石日記」（1953 年 2 月 1 日）。
（注７）例えば，「蔣介石日記」1953 年 6 月 1
































史 研 究 所檔案 館「 中 華 民 国 外 交 部檔案 」
［426.2/0001］）20～24 ページ。
（注18）「台澎外島防禦問題」（中央研究院近代
史 研 究 所檔案 館「 中 華 民 国 外 交 部檔案 」






（注20）「蔣介石日記」（1953 年 6 月 4 日）。
（注21）「蔣介石日記」（1953 年 6 月 5 日）。
（注22）当時，蔣介石は，落下傘部隊の投入に
よって「大陸反攻」計画を実行することを真剣
に検討していた。「蔣介石日記」（1953 年 1 月 9












（注24）「蔣介石日記」（1953 年 7月 12 日）。































年 11 月 1 日）（台北・党史館所蔵），呉［2001］
等を参照。
（注38）「蔣介石日記」（1953 年 11 月 30 日）。












会議紀録」（1954 年 9 月 6 日）（台北・党史館所
蔵）。
（注44）「蔣介石日記」上星期（1954 年 12 月 5
日～11 日）反省録。







（注49）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 20 日）。
（注50）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 21 日）。
（注51）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 19 日）。
（注52）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 20 日）。
（注53）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 21 日）。
（注54）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 30 日）。
（注55）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 30 日）。
（注56）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 30 日）。国
史館編［2015］464～466 ページ。
（注57）「蔣介石日記」（1955 年 1 月 31 日）。
（注58）FRUS, 1955-57, pp.167-168，「蔣介石
日記」（1955 年 1 月 31 日）。
（注59）「蔣介石日記」上星期（1955 年 1 月 30





（注63）「蔣介石日記」（1955 年 2 月 12 日）。
（注64）「宣伝指導小組第十二次会議記録」
（1955 年 1 月 28 日）（台北・党史館所蔵），「蔣介
石日記」（2 月 15 日）。







（注72）「蔣介石日記」（1955 年 4 月 20 日）。
（注73）「蔣介石日記」，本星期預定工作課目
（1955 年 4 月末）。
46
（注74）「蔣介石日記」（1955 年 4 月 23 日）。
（注75）FRUS, 1955-57, p.512，「蔣介石日記」
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The First Taiwan Strait Crisis and Chiang Kai-
shek’s Policy toward Offshore Islands: 
A Perspective from Chiang Kai-shek’s Diaries and 
Taiwanese Archival Documents
Haruka Matsumoto
This article focuses on Chiang Kai-shek’s policy toward the defense of offshore islands such 
as the Quemoy, the Matsu and the Da-chen islands during the period of the first Taiwan Strait 
Crisis in the 1950s. In addition to U.S. sources, this article uses Taiwanese sources, including 
Chiang Kai-shek’s Diaries and Taiwanese archival documents that have recently been declassified. 
Through analysis of these materials, this article reexamines key questions regarding Chiang Kai-
shek’s decisions on the defense of the Da-chen Islands and the impact of these decisions that 
lingered during the crisis. This analysis reveals that the U.S. government should assume its fair 
share of blame for complicating the crisis, and that the U.S. policy toward the Republic of China 
(ROC) was inconsistent or even self-contradictory. Before the crisis, the United States had been 
actively encouraging the ROC to hold and take advantage of the offshore islands, the Da-chen 
Islands in particular. In fact, the U.S. policy probably had encouraged Chiang to believe that a 
glimmer of hope remained for his ultimate return to the mainland. Ironically for Chiang, active 
support from the United States was the critical piece needed to realize his dream, and the United 
States became increasingly reluctant to offer such support as time went by.
